
平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8,378 4,511 4,511 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

指導室長参事事務取
扱　加納　一好

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 8,461 4,503 4,503

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 8,612 3,007 3,007

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

27 27 100 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

指導室長参事事務取
扱　加納　一好

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 27 27 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 28 28 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

561 479 85 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4

指導室長参事事務取
扱　加納　一好

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 560 461 82

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 530 466 88

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

52 21 40 必要性 4 有効性 3 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 3 達成度 4 効率性 4

指導室長参事事務取
扱　加納　一好

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 44 8 18

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 39 18 46

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

26年度以
降方向性

現状維持

27年度以
降方向性

26年度以
降方向性

現状維持

説明欄：予防接種を実施することで、安心し
て児童・生徒に接することができるため、現
状を維持する必要がある。

27年度以
降方向性

現状維持

現状維持

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

現状維持現状維持

26年度以
降方向性

人権尊重教育事業

生活・進路指導事業

教職員健康診断事業
（法定）

説明欄：労働安全衛生法に基づく健診であ
り、実施が必要な事務事業である。

現状維持

27年度以
降方向性

健やかな心と体の育成

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

説明欄：

12

説明欄：人権尊重は、本市教育委員会の基本
方針に掲げており、継続して人権教育の意識
の高揚を図ることは重要であり、現状を維持
する必要がある。

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-01

12-01-01

指導室
指導係

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

指導室
指導係

教職員健康診断事業
（法定外）

根拠
法令
等

対象
指導室
教職員係

12-01-02

指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

特定財源に伴う一般財源

事務事業全体

指標

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

一般財源分

事務事業名

一般財源

事業費の概要説明

12-01-03

指導室
教職員係

12-01-04

自主的
説明欄：

26年度以
降方向性

現状維持

説明欄：人権尊重は、本市教育委員会の基本
方針に掲げており、継続して人権教育の意識
の高揚を図ることは重要であり、現状を維持
する必要がある。

説明欄：

26年度以
降方向性

説明欄：

355

241

自主的 義務的 努力義務的

634 989

手段
・

内容

241

27年度以
降方向性

対象

1,120

説明欄：

児童・生徒出品
数

人権尊重の意
識をもって、
学校生活を送
る児童数生徒
数

児童・生徒が人権尊重の意識をもっ
て、学校生活を送るようにする

人権教育推進月間を設置し、教員対象
研修会、人権作文、ポスター、標語を
募集し、これらの作品の表彰発表を市
民人権の集いにおいて行った。

現状維持

486

根拠
法令
等

15

市内小・中学
生数

一部補助有

意図

355

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市内小・中学生児童・生徒

市全額

事業
形態

全額補助

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

義務的

市全額一部補助有

根拠
法令
等

1,567

3,576

3,279

その他（　　　　　　　　　　　　　）

研修受講者数

一部補助有

634

手段
・

内容

市全額

24

意図

主任教諭が生活・進路指導に対する知
識理解を深め、また最新情報等を得
て、進路指導や生活指導の充実を図
る。

857

683

進路・生活指導主任教諭

進路指導主任研修会・生活指導主任研
修会の開催
職場訪問体験等の対応
警察署・裁判所・児童相談所等関係機
関との連携 12 629

616

事業
形態

根拠
法令
等

事業
形態

循環器系検診、結核検診、消化器系検
診

手段
・

内容

直営（委託無）

義務的

・学校保険安全法第15条（同施行規則第12
～14条）

対象

意図

進路・生活指
導主任教諭数

努力義務的
都費負担職員（教員・事務職員・栄養
職員等）

市独自上乗せ（上乗・横出）

自主的 努力義務的

対象

自主的

全額補助

市全額

説明欄：進路・生活指導担当の主任教諭が研
修等で得た進路指導や生活指導に対する知識
理解や最新情報等に基づいて、指導を行うこ
とは重要である。平成２５年度については、
外部人材活用モデル事業委託金（都費）を活
用し、１０/１０の歳入があった。

486

受診率

5,105

受講率

669

現状維持

市独自上乗せ（上乗・横出）

693

668

27年度以
降方向性

現状維持

15

説明欄：

0

617

452
説明欄：予防接種を実施することで、安心し
て児童・生徒に接することができるため、現
状を維持する必要がある。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

受診者数

4,846

全額補助

直営（委託無）

都費負担職員
数

努力義務的

5,886

1,529

1,658

都費負担職員（教員・事務職員・栄養
職員等）

傷害・疾病等の応急処置を行う養護教
諭及び児童・生徒の介護にも当たる特
別支援学級担任に対し、Ｂ型肝炎予防
接種を行う。

疾病の早期発見。

106

受診率

346

4,228

受診者数

義務的

養護教諭及び
特別支援学級
担任

全額補助

手段
・

内容

直営（委託無）

意図 疾病の早期発見の予防

204

110

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

110

3,279

3,576

24

事業
形態

213

一部補助有

103

26年度以
降方向性

現状維持

26年度以
降方向性

316112 204

説明欄：

4,228

説明欄：

346

27年度以
降方向性

現状維持

27年度以
降方向性

現状維持

説明欄：労働安全衛生法に基づく健診であ
り、実施が必要な事務事業である。

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

健やかな心と体の育成

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-01

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

特定財源に伴う一般財源

事務事業全体

指標

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

一般財源分

事務事業名

一般財源

事業費の概要説明

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8,378 250 2,370 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

指導室長参事事務取
扱加納　一好

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 8,461 227 2,757

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 8,612 293 3,069

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8,378 237 100 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

指導室長参事事務取
扱　加納　一好

（ 人 ） ( 回 ) （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 8,461 190 100

上乗 □ （ 人 ） ( 回 ) （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 8,612 176 100

□ （ 人 ） ( 回 ) （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

97 22 6 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

指導室長参事事務取
扱　加納　一好

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 81 15 5

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 91 27 16

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

6 1 100 必要性 3 有効性 3 達成度 4 効率性 4 必要性 3 有効性 3 達成度 4 効率性 4

指導室長参事事務取
扱　加納　一好

（ 人 ） ( 回 ) （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 5 1 100

上乗 □ （ 人 ） ( 回 ) （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 6 1 100

□ （ 人 ） ( 回 ) （ ％ ）

26年度以
降方向性

説明欄：
現状維持

27年度以
降方向性

その他

説明欄：

27年度以
降方向性

5
説明欄：不登校児童・生徒に関する他区市の
情報や対応方法についての情報交換が不可欠
である。

27年度以
降方向性

不登校対策事業

全国適応指導教室連
絡協議会参画事業

指導室
指導係

一部補助有

手段
・

内容

指導室
指導係

事業
形態

スクールソーシャル
ワーカー配置事業

26年度以
降方向性

12-01-08

指導室
指導係

12-01-07

全額補助

12-01-06

その他

説明欄：不登校児童・生徒の出現率は高く、
原因は多岐にわたり、対応も多様化してい
る。学習適応教室に入室する児童・生徒も増
加傾向にあることから、学校復帰に向けた取
り組みは重要である。なお、不登校児童・生
徒の入室状況に見合った指導体制を検討して
いく。

26年度以
降方向性

11,090 11,829

説明欄：不登校児童・生徒の出現率は高く、
原因は多岐にわたり、対応も多様化してい
る。学習適応教室に入室する児童・生徒も増
加傾向にあることから、学校復帰に向けた取
り組みは重要である。なお、不登校児童・生
徒の入室状況に見合った指導体制を検討して
いく。

3,305

2,119

2,970

10,847

説明欄：

8,789

現状維持
26年度以
降方向性

その他（　　　　　　　　　　　　　）

15

26年度以
降方向性

5

95

8

直営（委託無）

意図

5

10

根拠
法令
等

自主的

手段
・

内容

不登校児童・生徒の対応についての連
絡会議に参加する。

14

5

市独自上乗せ（上乗・横出）

努力義務的

市全額

27年度以
降方向性

5

説明欄：

説明欄：不登校児童・生徒に関する他区市の
情報や対応方法についての情報交換が不可欠
である。

その他
27年度以
降方向性

説明欄：東京都スクール
ソーシャルワーカー活用
事業にて、市が実施して
いる範囲の50%を上限に
補助金が交付される。
全体の事業費から都補助
額を差し引いた金額が一
般財源となる。

説明欄：

説明欄：

現状維持

学習適応教室指導員

10,847

その他
26年度以
降方向性

現状維持

802

739

学習適応教室通
室者数

9,550

努力義務的

11,649

13

意図

8,789

事業
形態

全額補助 一部補助有 市全額

義務的

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図

761

対象

連絡会議参加回
数

市立学校不登校児童・生徒の学校復帰
へ向け、環境の調整・改善を図る。

不登校児童生徒に対し、学校・保護者
の了解・申出により、入室判定会議を
実施し決定する。火曜から金曜まで開
設。

対象

連携による資
質向上が図ら
れた学習適応
教室指導員数
／学習適応教
室指導員数

学習適応教室
指導員数

学習適応教室指導員が連絡会議に参加
し、造詣を深めることで、指導法の工
夫・改善を図る。

現状維持

8,682

・東久留米市学習適応教室運営要綱
市立学校不登校児童・生徒

市立学校不登
校児童・生徒
数

・東京都スクールソーシャルワーカー活用
事業補助金要綱（東京都）
・東久留米市スクールソーシャルワーカー
設置要綱

全額補助 一部補助有

学校の要望に応じて、必要なときにス
クールソーシャルワーカーを派遣し、
問題の解決を図る支援活動をする。

市立小・中学校児童・生徒

9,611

市全額

3,822

説明欄：学校の要望に応じて、必要なときに
スクールソーシャルワーカーを派遣し、問題
の解決を図る支援活動をする必要がある。ま
た、支援を必要とする児童・生徒の現状や関
係を整理し、関係機関と連携して環境の調
整・改善を図る必要があることから、現状を
維持しなければならない。

9,3404,4814,859

相談件数及び
継続相談件数
／相談総件数

根拠
法令
等

自主的

4,860

市立小・中学
校児童・生徒
数

その他（                              　）

4,605

問題を抱える子供の役割や関係を整理
し、環境の調整・改善を図る。

相談総件数

学習適応教室
に通室して学
校へ復帰する
不登校児童・
生徒数

根拠
法令
等

自主的

対象

市独自上乗せ（上乗・横出）

市独自上乗せ（上乗・横出）

義務的

直営（委託無）

義務的

5,006

努力義務的

手段
・

内容

事業
形態

12-01-05

指導室
指導係

教育相談事業

根拠
法令
等

市全額

直営（委託無）

義務的

全額補助

その他（　　　　　　　　　　　　　）

11,090

27年度以
降方向性

現状維持
27年度以
降方向性

自主的

・東久留米市教育センター教育相談室運営
要綱

努力義務的

24,486

説明欄：

一部補助有

対象 市内小・中学生と保護者

手段
・

内容

意図

市独自上乗せ（上乗・横出）

説明欄：

【外部評価】意図に教
員等を含めていること
から、対象指標に教員
等を含めて考える必要
があります。

21,788

23,983

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持

説明欄：児童・生徒及び保護者の教育に対す
る不安の解消や問題の解決に向けて、必要不
可欠であり、現状を維持する必要がある。な
お、相談件数に見合った相談体制を検討して
いく。

のべ相談件数
相談人数・検査
人数合計

いじめ・不登校等の相談に対し、電話
や来室による相談室を開設する。 市立小・中学

校児童・生徒
数

市内小・中学生及び保護者や教員がカ
ウンセリングを受けることで、いじ
め・不登校等に関する不安や疑問に向
けての解消を図る。

22,42221,788 634

617

24,486

説明欄：児童・生徒及び保護者の教育に対す
る不安の解消や問題の解決に向けて、必要不
可欠であり、現状を維持する必要がある。な
お、相談件数に見合った相談体制を検討して
いく。

24,600

25,155669

23,983

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

健やかな心と体の育成

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-01

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

特定財源に伴う一般財源

事務事業全体

指標

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

一般財源分

事務事業名

一般財源

事業費の概要説明

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8,378 1,486 1,486 必要性 4 有効性 3 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

指導室長参事事務取
扱　加納　一好

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 ■ □ □ 5,673 1,023 1,023

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5,848 1,051 1,051

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8,379 8,322 99.4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3

学務課長
傳　智則

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 8,453 8,384 99.1

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 8,515 8,444 99.1

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

59 2 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

学務課長
傳　智則

（ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 61 2 4

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 61 2 4

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

1,886 1,886 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3

学務課長
傳　智則

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 1,907 1,907 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,994 1,994 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

説明欄：

説明欄：

スポーツ教育推進校
事業

学校として、積極的な取組を行うス
ポーツ推進校を指定する。

指導室
指導係

直営（委託無）

市独自上乗せ（上乗・横出）

対象

12-01-09

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

2,034

現状維持
説明欄：

現状維持
27年度以
降方向性

1,500

市全額

・平成２３年度スポーツ推進校設置要綱

全額補助

26年度以
降方向性

説明欄：校内指導体制を整え、学校や児童・
生徒の状況に応じた多様なスポーツ教育を展
開する必要がある。このことから、学校とし
て、積極的な取組を行うスポーツ推進校を指
定することは、教育目標にある体力の向上を
実現するために、効果的な事業である。な
お、財源は、都補助率１０/１０である。平
成２６年度からは、オリンピック教育推進校
事業に変更された。

3,591

意図

市内公立小学
校児童数

1,512

2,091

3,532

2,207 3,719

スポーツ教育
振興に努めた
児童数

27年度以
降方向性

現状維持

義務的 努力義務的

事業
形態

根拠
法令
等

自主的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

1,498

一部補助有

手段
・

内容 該当校児童数

市内小学生

校内指導体制を整え、学校や児童・生
徒の状況に応じた多様なスポーツ教育
を展開する。

27年度以
降方向性

現状維持

918

958

説明欄：

412

26年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

説明欄：当市の公立小学校が毎年東京都学校
歯科保健優良校として表彰を受けているの
は、この事業の効果もあると考えられる。
実施後に行う反省会では、指導内容に対する
改善点と次年度への提案があり、さらに充実
する。
子どものう歯、歯周病の予防は児童生徒の健
康・発達に大きくかかわるため、本事業は現
状維持。

918

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

学校保健安全法

その他（　　　　　　　　　　　　　）

918 423 1,341

1,330

12-01-12

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

小学校３年生・６年生

事業
形態

直営（委託無）

意図

口腔衛生指導事業

全額補助 一部補助有

学校医等各種研究会
事業

事業
形態

直営（委託無）

意図

310

その他（　　　　　　　　　　　　　）

自主的 義務的 努力義務的

対象

小 学 校 ３ 年
生・６年生の
数

指導受診児童数

小 学 校 ３ 年
生・６年生の
児童の指導受
診率

市立各小学校（14校）に歯科衛生士、
学校歯科医が出向き、口腔指導を行
う。

歯を大切にしようとする習慣を身につ
ける。

958 446

現状維持

918

説明欄：当市の公立小学校が毎年東京都学校
歯科保健優良校として表彰を受けているの
は、この事業の効果もあると考えられる。
実施後に行う反省会では、指導内容に対する
改善点と次年度への提案があり、さらに充実
する。
子どものう歯、歯周病の予防は児童生徒の健
康・発達に大きくかかわるため、本事業は現
状維持。

1,404

手段
・

内容

26年度以
降方向性

全額補助 一部補助有 市全額

229 247

市独自上乗せ（上乗・横出）

委嘱した学校
医（内科医・
耳鼻科医・眼
科医）、学校
歯科医、学校
薬剤師の数

小・中学校学校
医参加研究大会
等数

義務的
説明欄：

学校保健安全法

（学校医設置は義務
　技術研鑽は努力義務）

188 254 442 188

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

説明欄：学校医等が研究会に参加し、最新情
報の交換を行うことによって、学校保健活動
にフィードバックされ、ひいては児童・生徒
の健康を保つことにつながるから、現状を維
持したい。

説明欄：学校医等が研究会に参加し、最新情
報の交換を行うことによって、学校保健活動
にフィードバックされ、ひいては児童・生徒
の健康を保つことにつながるから、現状を維
持したい。

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

268 578

現状維持
27年度以
降方向性

476

説明欄：

12-01-11

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

最新の情報、知識等を入手する。

310

229

説明欄：
現状維持

12,787

現状維持

説明欄：学校保健安全法で定められた健康診
断である。廃止・縮小の余地はない。
しかしながら、年度により検査実施機関が変
わってしまうと疾病数の増減傾向が把握しに
くいため、競争入札による契約形態を見直し
てほしいとの声が学校医から上がっている。

27年度以
降方向性

対象
学校保健安全法

自主的

現状維持

12,843

16,052

説明欄： 26年度以
降方向性

現状維持

5,351

定期健康診断(耳鼻科・歯科・内科)、
結核健診、心臓健診、尿検査、寄生虫
卵検査、脊柱側わん症健診、貧血検査
を行い、健康状態を把握し､適切な指
導をする。

努力義務的

対象
市立小・中学校学校医、学校歯科医、
学校薬剤師

17,924

16,052

手段
・

内容

小学校各種定期
健康診断受診者
数、中学校各種
定期健康診断受
診者数

27年度以
降方向性

事業
形態

説明欄：学校保健安全法で定められた健康診
断である。廃止・縮小の余地はない。
しかしながら、年度により検査実施機関が変
わってしまうと疾病数の増減傾向が把握しに
くいため、競争入札による契約形態を見直し
てほしいとの声が学校医から上がっている。

12,843 5,081

現状維持

21,403

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助

小・中学校各
種研究大会、
研修会の参加
者数

手段
・

内容

各種研究大会、研修会への参加につい
て、申し込み、旅費の支払い等を行
う。

努力義務的

小・中学校定期健康
診断事業

12,787

直営（委託無）

一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

市全額12-01-10

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的

意図 自身の発達、健康状態を把握する。

全小・中学校児童生徒

児童・生徒の
受診率

4,937 17,724

26年度以
降方向性

小中学校児童
生徒数
(5/1)

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

健やかな心と体の育成

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-01

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

特定財源に伴う一般財源

事務事業全体

指標

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

一般財源分

事務事業名

一般財源

事業費の概要説明

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

20 20 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3

学務課長
傳　智則

（ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 20 20 100

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 21 21 100

□ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

3 59 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 人 ） （ 人 ） （ 校 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 3 61 0

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 校 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3 61 0

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 校 ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

5,613 190 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 5,666 191 0

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 5,774 189 0

□ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

2,699 190 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 2,782 190 0

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 2,741 189 0

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

6,583

市独自上乗せ（上乗・横出）

意図

給 食 実 施 日 数
（平均）

手段
・

内容

6,773 192,572

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（４）学校給食残さの
循環

その他（　　　　　　　　　　　　　）

192,760

192,300

説明欄：弁当併用方式のため、スクールラン
チの利用率はおよそ７割を推移している。
当市の給食費先払い方式は、給食費滞納を発
生させない仕組みであり、先進的な取り組み
事例として評価が高い。
学校給食法に則った給食が提供可能な受託可
能業者は１社しか存在しないため、特命随契
を継続していく必要がある。
　ただし、平成27年度には現行の予約システ
ムが契約満了となるが、それに伴いシステム
のバージョンアップや再構築、機器の入れ替
えなどを要することから、費用負担の増加が
見込まれる。

27年度以
降方向性

拡大
26年度以
降方向性

現状維持

全額補助 一部補助有 市全額

根拠
法令
等

事業
形態

説明欄：

199,890

26年度以
降方向性

12-01-16

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的

学校給食法
学校給食衛生管理基準

事業
形態

直営（委託無）

192,760 7,130

27年度以
降方向性

137,584

現状維持

説明欄：学校保健安全法に定めのある、学校
設置者に課せられた義務的事業。

192,572 199,345

栄養状態の悪
い生徒数

192,300

中学校給食事業

義務的

対象

55,388

学校医の配置
の な い 学 校
数、学校薬剤
師の配置のな
い学校数

各小･中学校｡学校医(内科医耳鼻科医･
眼科医)､学校歯科医､学校薬剤師

手段
・

内容

183,361

その他（　　　　　　　　　　　　　）

学校給食法
学校給食衛生管理基準

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全中学校生徒数

義務的 努力義務的

対象

43,339

251,366

193,511

178,548

拡大

学校給食法に基づき、安全で衛生的な
栄養豊かな食事を食べられる。

小学校児童数
(5/1)

中学校生徒数
(5/1)

｢弁当併用スクールランチ｣方式による
給食

198,883

説明欄：弁当併用方式のため、スクールラン
チの利用率はおよそ７割を推移している。
当市の給食費先払い方式は、給食費滞納を発
生させない仕組みであり、先進的な取り組み
事例として評価が高い。
学校給食法に則った給食が提供可能な受託可
能業者は１社しか存在しないため、特命随契
を継続していく必要がある。
　ただし、平成27年度には現行の予約システ
ムが契約満了となるが、それに伴いシステム
のバージョンアップや再構築、機器の入れ替
えなどを要することから、費用負担の増加が
見込まれる。

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・一部委託済み

行財政改革アクション
プラン３（４）学校給
食残さの循環

72,818

331,095 137,584

アウトソー
シング

栄養状態の悪
い児童数

説明欄：平成２２年度より継続して調理業務
の民間委託化に取り組んでいる。その目的は
安定した調理体制を構築し、安全で安心な給
食を提供するためである。

アウトソー
シング

27年度以
降方向性

アウトソー
シング

238,749 55,388

アウトソー
シング

説明欄：平成２２年度より継続して調理業務
の民間委託化に取り組んでいる。その目的は
安定した調理体制を構築し、安全で安心な給
食を提供するためである。

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

説明欄：

市独自上乗せ（上乗・横出）

給 食 実 施 日 数
（平均）

全額補助

41,254

説明欄：

41,279

説明欄：学校保健衛生法に基づいて環境測定
を行っている。室内環境測定では、複数の学
校薬剤師が同時に測定を行う必要があるた
め、１年間で測定を実施できる校数に限りが
ある。効率性を改善しつつ、現状維持

27年度以
降方向性

現状維持

努力義務的

単独調理方式　５校
親子給食方式　８校

学校給食法に基づき、安全で衛生的な
栄養豊かな食事を食べられる。

全小学校児童

手段
・

内容12-01-15

学務課
保健給食係

小学校給食事業

全額補助

直営（委託無）

自主的

一部補助有 市全額

説明欄：

市独自上乗せ（上乗・横出）

一部補助有

学校薬剤師を配置し、各小・中学校の
環境衛生検査、プール開設時の施設点
検を行う。室内化学物質測定検査を
行った。全額補助

学校保健安全法

26年度以
降方向性

現状維持

説明欄：学校保健安全法に定めのある、学校
設置者に課せられた義務的事業。

27年度以
降方向性

現状維持

41,279

43,339

現状維持

1,270

42,514

児童･生徒の健康保持増進並びに学校
環境衛生の維持のため、学校保健法第
２３条に基づき適正に配置される。

72,818

27年度以
降方向性

学校医（内科
医 ・ 耳 鼻 科
医 ・ 眼 科
医）、学校歯
科医、学校薬
剤師の数

委嘱した学校医
（内科医・耳鼻
科 医 ・ 眼 科
医）、学校歯科
医、学校薬剤師
の数

41,254 42,524

27年度以
降方向性

1,235

12-01-14

学務課
保健給食係

26年度以
降方向性

1,338 44,677

手段
・

内容

学校医等 設置 事業
（小・中学校）

対象

市立各小・中学校に医師会並びに歯科
医師会、薬剤師会の協力を得て、学校
医(内科医･耳鼻科医･眼科医)､学校薬
剤師を配置した｡学校における保健管
理に関する専門医的事項に関して技術
及び指導を行った。

市全額

直営（委託無）

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

説明欄：

学校保健安全法
学校環境衛生基準

610 423 1,033 610

1,115

26年度以
降方向性

説明欄：学校保健衛生法に基づいて環境測定
を行っている。室内環境測定では、複数の学
校薬剤師が同時に測定を行う必要があるた
め、１年間で測定を実施できる校数に限りが
ある。効率性を改善しつつ、現状維持

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

703

1,003

412

1,449

市全額

現状維持
説明欄：

1,003 446

環境衛生検査、
施 設 点 検 実 施
小・中学校数

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

26年度以
降方向性

現状維持

直営（委託無）

意図 健康的で快適な学習環境となる。

環 境 衛 生 検
査・施設点検
実施率（小・
中学校） 703

努力義務的

小・中学校環境衛生
管理事業

一部補助有

対象 市立小・中学校学校施設

市立小・中学
校施設数

12-01-13

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

健やかな心と体の育成

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-01

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

特定財源に伴う一般財源

事務事業全体

指標

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

一般財源分

事務事業名

一般財源

事業費の概要説明

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

190 3,420 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 191 3,438 0

上乗 □ （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 189 3,402 0

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

190 3,048 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 191 3,040 0

上乗 □ （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 189 3,056 0

□ （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

1,670 9 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 個 ） （ 校 ） （ 日 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 1,627 9 0

上乗 □ （ 個 ） （ 校 ） （ 日 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,672 9 0

□ （ 個 ） （ 校 ） （ 日 ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

9 6 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 校 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 9 6 0

上乗 □ （ 校 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 9 6 0

□ （ 校 ） （ 回 ） （ 回 ）

学校給食施設衛生管
理事業

全額補助 一部補助有 市全額

709 412

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

説明欄：

学校給食法
学校給食衛生管理基準

368 423 791

1,121

368

709

27年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 26年度以

降方向性

説明欄：調理に適した環境を維持し、児童生
徒の心身の健康を保つため、現状維持

説明欄：調理に適した環境を維持し、児童生
徒の心身の健康を保つため、現状維持

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

調理に適した環境に維持される。

955 446 1,401

現状維持

955

努力義務的

対象 給食調理施設

小学校給食調
理施設数

残留洗剤・水質
検査回数

調理施設上の
給食事故回数

手段
・

内容

残留洗剤・水質検査及び害虫駆除等の
実施

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：

892 2,532 1,640

12-01-20

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的

1,506

1,8321,420 412 1,420

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 26年度以

降方向性

説明欄：給食設備の故障を未然に防ぎ、安定
的に給食を提供していくために必要なため現
状維持

説明欄：給食設備の故障を未然に防ぎ、安定
的に給食を提供していくために必要なため現
状維持

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

意図 衛生的、機能的に管理される。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

点 検 ・ 修 理 を
行 っ た 個 所 数
（学校数）

施設の不備に
よる給食中止
日数

26年度以
降方向性

1,506 423 1,929

1,640

対象 学校給食備品

小学校給食備
品数

手段
・

内容

給食備品（ガス回転釜・ガスボイ
ラー・冷蔵庫・炊飯器）の点検及び修
繕、施設の清掃

学校給食法
学校給食衛生管理基準

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

12-01-19

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

学校給食施設維持管
理事業

事業
形態

直営（委託無）

682 2,880

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

3,121

説明欄：

文部科学省告示６４号
学校給食衛生管理基準

888 2,958 3,846

手段
・

内容

その他（　　　　　　　　　　　　　）

1,105

26年度以
降方向性

現状維持

説明欄：衛生管理基準を遵守するため、現状
どおり継続

682

27年度以
降方向性

現状維持

888

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

説明欄：衛生管理基準を遵守するため、現状
どおり継続

対象 調理品（弁当）及び食材料

年間調理回数
検 体 保 存 回 数
（平均）

O-157発生件数

26年度以
降方向性

給食材料の適正な調理及び検体保存

3,562

「学校給食衛生管理基準」の遵守
及び食中毒事故の防止

1,105

12-01-18

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

中学校給食における
O-157等対策事業

全額補助 一部補助有 市全額

説明欄：

給食提供食材

年間調理回数
検 体 保 存 回 数
（平均）

意図

2,352 3,121

現状維持
27年度以
降方向性

説明欄：

文部科学省告示６４号
学校給食衛生管理基準

2,365 2,964 5,329 2,365

3,9091,029

26年度以
降方向性

説明欄：衛生管理基準を遵守するため、現状
どおり継続

説明欄：衛生管理基準を遵守するため、現状
どおり継続

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

1,029

1,105

26年度以
降方向性

現状維持

2,880

5,473

手段
・

内容
給食材料の適正な調理と検体保存

12-01-17

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的

事業
形態

全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

O-157発生件数

「学校給食衛生管理基準」の遵守
及び食中毒事故の防止

対象

市全額

努力義務的

小学校給食における
O-157等対策事業

4,226

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

健やかな心と体の育成

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-01

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

特定財源に伴う一般財源

事務事業全体

指標

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

一般財源分

事務事業名

一般財源

事業費の概要説明

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8,379 793 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 8,453 723 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 8,515 1,279 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

5,613 190 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 人 ） （ 日 ） （ 日 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 5,666 191 0

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ 日 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5,774 189 0

□ （ 人 ） （ 日 ） （ 日 ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

9 4 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 9 2 0

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 9 7 1

□ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

9 4 44.4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 9 4 44.4

上乗 □ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 9 3 33.3

□ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

説明欄：

120

96,508 100

26年度以
降方向性

拡大
27年度以
降方向性

拡大

77,070 180

96,388 120

77,250

説明欄：小学校給食の調理業務を民間委託す
る事業。学校の食育活動を維持しつつ、安定
的な給食調理体制を構築し、安全で安心な給
食を提供するために、計画的に委託してい
く。
H22に１校、H23に２校、H24に１校が委託さ
れ、H26に１校が委託される予定。

説明欄：小学校給食の調理業務を民間委託す
る事業。学校の食育活動を維持しつつ、安定
的な給食調理体制を構築し、安全で安心な給
食を提供するために、計画的に委託してい
く。
H22に１校、H23に２校、H24に１校が委託さ
れ、H26に１校が委託される予定。

拡大
27年度以
降方向性

拡大

96,411 150 96,561 0

説明欄：

委託調理校数
委託調理校数/
全調理校数

対象 小学校給食調理校

全調理校数

手段
・

内容

調理業務の担い手を直営から民営へ転
換する

将来にわたる安定的な給食運営を行
う。

一部補助有 市全額

直営（委託無）

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

12-01-24

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

小学校給食調理業務
委託事業

事業
形態

学校給食法
学校給食衛生管理基準
文部省体育局長通知「学校給食業務の運営
の合理化について」

全額補助

823

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

892

文部科学省の｢学校給食の衛生管理基
準｣を基本として、保健所等の施設衛
生検査を参考に定期的に厨房備品(大
型)の整備を行う。全額補助 一部補助有

給食調理設備
に起因する事
故件数。

説明欄：

学校給食法
学校給食安全衛生基準

5,349 845 6,194

手段
・

内容

その他（　　　　　　　　　　　　　）

5,349

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

説明欄：通常の耐用年数を遥かに超えた厨房
機器が多数残っており、修理のための部品供
給が製造終了で困難となるケースが出てきて
いる。予算編成上、緊急避難的に単年度の予
算を削減することはやむを得ないとしても、
この状況を継続していくことは困難。修理不
能となったときに予備費対応というやりかた
では、給食の提供に支障をきたす。

説明欄：通常の耐用年数を遥かに超えた厨房
機器が多数残っており、修理のための部品供
給が製造終了で困難となるケースが出てきて
いる。予算編成上、緊急避難的に単年度の予
算を削減することはやむを得ないとしても、
この状況を継続していくことは困難。修理不
能となったときに予備費対応というやりかた
では、給食の提供に支障をきたす。7,331

9,519

説明欄：

7,331

12-01-23

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

学校給食施設整備事
業

34,886

事業
形態

8,154

安全でおいしい調理ができる環境を保
つ。

9,519 10,411

拡大
27年度以
降方向性

拡大

市独自上乗せ（上乗・横出）

年間配送日数
給食時間に提
供できなかっ
た日数

市全額

34,663 223

対象 小学校給食施設整備

小学校給食施
設

給食施設更新数

27年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 26年度以

降方向性

説明欄：昭和６１年度に親子給食方式を採用
したことにより、必然的に発生する事業。親
子給食方式が続く限り現状維持が必要

説明欄：昭和６１年度に親子給食方式を採用
したことにより、必然的に発生する事業。親
子給食方式が続く限り現状維持が必要

現状維持
27年度以
降方向性

27,670

対象 親校で調理した子校の児童の給食

小学校児童数
(5/1)

直営（委託無）

意図
親子方式給食の実施。
給食時間までに子校へ給食を安全に届
ける。

手段
・

内容

親子給食方式のための
学校間の給食及び食器類配送

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市全額12-01-22

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

学校給食配送事業

全額補助 一部補助有

説明欄：

現状維持
説明欄：

27年度以
降方向性

拡大

0

34,663

27,770

27年度以
降方向性

拡大

100

26年度以
降方向性

拡大

説明欄：地場産野菜は洗いの回数を多くする
必要があるなど、調理上の効率性は必ずしも
高いとはいえないが、地産地消、食育の観点
からも拡大の方向性にある。

全小中学校児童

拡大
27年度以
降方向性

説明欄：地場産野菜は洗いの回数を多くする
必要があるなど、調理上の効率性は必ずしも
高いとはいえないが、地産地消、食育の観点
からも拡大の方向性にある。

説明欄：

拡大

27,670 212 27,882

27,976

412

学校給食での地
場産野菜の活用
回数。

地場産野菜を
知っている児
童生徒数／児
童生徒数

拡大

26年度以
降方向性

現状維持

27,770 206

26年度以
降方向性

412

0 446 446

小中学校児童
数
(5/1)

100 423 523

0

市内の野菜生産者から季節に応じた地
場産野菜(ほうれん草・大根等)を買い
入れ、給食に取り入れる。

食を通して地域産業等を理解する。
地産地消の実践。

食育基本法

手段
・

内容全額補助 一部補助有 市全額

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

対象

12-01-21

学務課
保健給食係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

学校給食における地
場産農作物活用事業

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

26年度以
降方向性

0

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

健やかな心と体の育成

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 12 活力ある学校づくり 基本事業番号・名 12-01

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

特定財源に伴う一般財源

事務事業全体

指標

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

一般財源分

事務事業名

一般財源

事業費の概要説明

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

10 120 0.0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

学務課長
傳　智則

（ 校 ） （ 検 体 ） （ 検 体 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 10 119 0.0

上乗 □ （ 校 ） （ 検 体 ） （ 検 体 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

市全額全額補助 一部補助有

努力義務的

対象 小・中学校の給食用食材

放射性物質が
検出された検
体数

手段
・

内容12-01-25

学務課
保健給食係

学校給食用食材放射
性物質検査

根拠
法令
等

自主的 義務的

直営（委託無）

事業
形態

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東京都が実施する学校給食用食材放射
線物質検査に参加する。

意図 食材の安全性を確保する。

給食調理校及
び調理場の数

検体数

93

159

26年度以
降方向性

説明欄：給食食材の放射能汚染に対する保護
者の不安を払しょくし、安全性を確保するた
め、東京都が実施した給食食材の放射性物質
検査に検体を提出し、測定を行った。

説明欄：給食食材の放射能汚染に対する保護
者の不安を払しょくし、安全性を確保するた
め、東京都が実施した給食食材の放射性物質
検査に検体を提出し、測定を行った。

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

141

26年度以
降方向性

説明欄：

234141

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

95 254 159

東久留米市


